
○倉敷市行政措置予防接種実施要綱 

平成２３年１月７日 

告示第１１号 

改正 平成２３年３月３１日告示第１７９号 

平成２３年１１月２１日告示第６６３号 

平成２４年３月３０日告示第１５８号 

平成２４年７月５日告示第４３６号 

平成２５年２月１５日告示第９３号 

平成２５年４月１日告示第２２３号 

平成２５年７月３１日告示第４９７号 

平成２５年９月３０日告示第５８４号 

平成２６年３月３１日告示第１９８号 

平成２６年９月３０日告示第６６４号 

平成２７年２月１２日告示第７８号 

平成２８年３月３日告示第１００号 

平成２９年３月３日告示第１３４号 

平成３０年３月１５日告示第１３６号 

平成３１年３月１９日告示第１５１号 

令和２年３月１７日告示第１１９号 

令和２年８月６日告示第５３４号 

令和３年３月１８日告示第１４２号 

令和４年３月２９日告示第１３９号 

令和５年３月２４日告示第１３０号 

令和６年４月２５日告示第２５８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、予防接種法（昭和２３年法律第６８号。以下「法」という。）の規定に

より行う予防接種（以下「定期予防接種」という。）以外の予防接種で本市が行政措置とし

て実施するもの（以下「行政措置予防接種」という。）について、必要な事項を定めるもの

とする。 



（行政措置予防接種） 

第２条 行政措置予防接種は、別表に定めるもの及び国内で流行がみられる疾病の予防のため

本市が接種を勧める予防接種とする。ただし、厚生労働大臣の承認を受けたワクチンを接種

するものに限る。 

２ 本市が他の市町村等に委託して行う予防接種は、行政措置予防接種とする。 

３ 本市が他の市町村等から委託を受けて行う予防接種は、行政措置予防接種とはしない。 

（対象者等） 

第３条 行政措置予防接種は、本市に住民票のある者又は市長が特に必要と認める者を対象に、

本市が認める医療機関等において、実施するものとする。 

（実施方法） 

第４条 行政措置予防接種は、定期接種実施要領（平成２５年３月３０日付け健発０３３０第

２号厚生労働省健康局長通知別添）に準拠し、実施するものとする。 

（接種費用の負担） 

第５条 行政措置予防接種を行うために要する費用は、本人又は保護者（親権を行う者又は後

見人をいう。）の負担とする。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行し、平成２２年１１月２６日から適用する。 

（風しん予防接種の特例） 

２ 第５条の規定にかかわらず、風しん抗体検査により抗体価が十分でないと判明した者のう

ち、次に掲げる者に対して行う風しん予防接種（別表の法第２条第２項に規定するA類疾病の

予防接種として行う風しん予防接種を含む。）に要する費用については、令和６年度に限り、

麻しん風しん混合ワクチンの接種にあっては７，０００円、風しんワクチンの接種にあって

は５，０００円を限度に市の負担とする。ただし、風しん抗体検査から１年以内にワクチン

を接種した場合に限る。 

（１） 妊娠を希望している女性 

（２） 妊娠を希望している女性と同居している者 



（３） 風しんの抗体価が十分でない妊婦と同居している者 

３ 前項の規定は、平成２５年度以後行政措置予防接種として受けた風しん予防接種に要した

費用について、この要綱の規定により本市が負担した者については、適用しない。 

（ロタウイルス予防接種の特例） 

４ 第２条第１項及び別表の規定にかかわらず、令和２年７月３１日以前に生まれた者が受け

る倉敷市行政措置予防接種実施要綱の一部を改正する要綱（令和２年倉敷市告示第５３４号）

による改正前の別表に規定するロタウイルス予防接種については、行政措置予防接種とする。 

附 則（平成２３年３月３１日告示第１７９号） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年１１月２１日告示第６６３号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日告示第１５８号） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年７月５日告示第４３６号） 

この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２５年２月１５日告示第９３号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１日告示第２２３号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２５年７月３１日告示第４９７号） 

この要綱は、告示の日から施行し、改正後の附則第２項の規定は、平成２５年４月１日から

適用する。 

附 則（平成２５年９月３０日告示第５８４号） 

この要綱は、告示の日から施行し、改正後の倉敷市行政措置予防接種実施要綱の規定は、平

成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成２６年３月３１日告示第１９８号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月３０日告示第６６４号） 

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 



附 則（平成２７年２月１２日告示第７８号） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３日告示第１００号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３日告示第１３４号） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月１５日告示第１３６号） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月１９日告示第１５１号） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１７日告示第１１９号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年８月６日告示第５３４号） 

この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月１８日告示第１４２号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月２９日告示第１３９号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２４日告示第１３０号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年４月２５日告示第２５８号） 

この要綱は、告示の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

別表（第２条関係） 

予防接種の種類 備考 

インフルエンザ予防接種 法第５条第１項の規定に基づいて本市が行うイ

ンフルエンザ予防接種事業の対象とならない者

に対して行うものに限る。 

おたふくかぜ予防接種 ２０歳未満の者に対して行うものに限る。 



法第２条第２項に規定するA類疾病の予防接種 ２０歳未満の者に対し、定期予防接種の期間以

外に行うものに限る。ただし、ポリオ予防接種

にあっては、昭和５０年１月１日から昭和５２

年１２月３１日までに生まれた者に対して行う

ものを含む。 

肺炎球菌予防接種（肺炎球菌ワクチン） ６５歳以上の者（法第５条第１項の規定に基づ

いて本市が行う肺炎球菌予防接種事業の対象と

なる者を除く。）に対して行うものに限る。 

風しん予防接種 ２０歳以上の者に対して行うものに限る。 

新型コロナウイルス予防接種 法第５条第１項の規定に基づいて本市が行う新

型コロナウイルス予防接種事業の対象とならな

い者に対して行うものに限る。 

 


